
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【実施内容】 

販路開拓、設備投資、資金繰り、補助金の活用 などの事業者の皆様の相談について、
専門家が訪問等により課題を整理し、その解決に向けた支援を行います。 
支援にあたっては、市内支援機関と連携を図りながら、各機関が保有する情報や支援メ

ニューを共有し、連携機関それぞれの強みを活かして、事業者の皆様にふさわしい支援に
つなげていきます。なお、相談を受けた方を対象に、生産性向上に資する設備投資の支援
もご用意しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【申込方法】 
小規模事業者コロナ禍特別相談窓口へ連絡 

IDEC横浜 ０４５－２２５－３７１９ 
   受付時間 9:00～12:00／13:00～17:00（土日祝、年末年始を除く） 

※お電話いただいたのち、相談方法（訪問、オンライン等）については、 
ご要望に応じて対応いたします。 

 

コロナの影響を受けている市内の小規模事業者 
横浜市内に事業所があり、常時使用する従業員が、 
①製造業・建設業・運輸業・その他の業種は 20人以下 
②卸売業・小売業・サービス業は 5人以下の小規模事業者や個人事業主 

 

       経営コンサルタントとして活躍する中小企業診断士や、公的機関等での 
経験のある相談員 

 
お問合せ先 

横浜市経済局経営・創業支援課長             中村 隆幸 Tel 045-671-2575 

公益財団法人横浜企業経営支援財団地域密着型支援担当課長 森原 雄一 Tel 045-225-3719 
※本件は、横浜経済記者クラブへも同時発表しています。 

コロナ禍でお困りの小規模事業者を対象に 
市内支援機関と連携した、経営相談を実施します 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

 無 料 

令 和 ３ 年 ２ 月 2 2 日 
経 済 局 経 営 ・ 創 業 支 援 課 
（公財）横浜企業経営支援財団 

対 象 

訪問する

専 門 家 

新型コロナウイルス感染症の感染再拡大等により、経営に大きな影響を受けている 
市内小規模事業者に対して、「小規模事業者コロナ禍特別相談窓口」を設置し、訪問、 
オンライン等による経営相談を実施します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 
 
 
 

 

支援機関による事業者支援の連携関係を構築 
 各機関が保有する情報、支援メニューを共有し、より効果的な支援につなげる。 

・支援機関相互の情報交換 
・市内事業者の課題内容の共有 
・国・県・自治体や各機関の支援メニューの発信 
・新たな支援策の検討 ほか 

市内事業者 

IDEC横浜 
金融機関（横浜銀行、横浜信用

金庫、川崎信用金庫など） 

横浜市 

信用保証協会 
横浜市 

相談・支援 

横浜商工

会議所 


